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1. 組織と学習をめぐって
組織の管理学として定着した感のある経営
学にとって､ 組織を分析対象とすることはあ
たりまえとしても､ 従来ならば教育学や教育
社会学の分析対象であった教育についても取
り上げるようになったことは何を意味するの
か｡ この点について､ 吉田は ｢学習､ すなわ
ち知識の創造､ 習得､ 普及という視点から組
織や集団の活動をより深く理解し､ その改善
や改革を行うことは､ 経営学や組織論におい
て重要なトピックである｡ しかし､ この視点
からのみ議論を進めるだけでは､ 社会全体に
おける学習を語りつくせないというのが本書
の主張である｡ ……学習の場の多様性を議論
の核に据え､ 『知』 のみの学習論を超えて､
より包括的な学習の理論を構築する｣ ことの
重要性を指摘している｡
教育学者だけが教育を論じていいわけでは
ない｡ 教育とは学校の場だけではないはずで
ある｡ 組織を分析対象とする経営学者もまた
組織における教育を論じうるのである｡ この
場合に､ 吉田等が重要視するのは単なる ｢知｣
ではなく ｢情｣ ｢意｣ も入ったより包括的な
視点である｡ 分析にあたっては､ 学習要素の
多元性､ 学習者の全人性 (時間)､ 学習場の
多様性 (空間)､ 学習での贈答の可能性とい
う視点が導入されている｡ 本書の表題となっ
ている ｢コミュニティ・ラーニング｣ とは
｢多様な場を包摂している学習｣ であり､ ｢他
のタイプの学習とは異なる｣ 学習とされてい
る｡ ここで強調されている中核的要素は､ 人
間のもつ心的要素であり､ 前述の知・情・意
に関連する｡ 吉田はこうした学習方法を ｢贈
答的連結と合理的計算連結の一部を含み､ 境
界の浸透度についてはメンバーの出入りが緩
やかな浸透的な境界およびメンバーが固定的
な区分境界を含んだ｣ コミュニティでの学習
に応用しようとしている｡
だが､ わたし自身はこうした学習論を読む
につれ知りたくなったのは､ 何故､ わたした
ちが ｢コミュニティ・ラーニング｣ なるもの
を必要とするようになったのだろうかという
点である｡ 本書の評価を先取りすれば､ この
点が不明確であることである｡ こうした共同
研究成果の外部移転において意識しなければ
ならないのは共同研究会メンバーのなかで共
有するものが多くなればなるほど､ 暗黙の前
提となる知識が増えることへの自覚である｡
だが､ 他方でその研究会コミュニティ以外の
人には､ 暗黙の前提となる以前の知識集積の
過程こそが重要となるのである｡
わたしなり忖度すれば､ それは企業という
営利組織やさまざまな非営利組織も含め､ 現
代社会の組織が従来のような学習方法では眼
前の複雑化しつつある諸問題の解決に対して
有効な手立てを講じ得ないためではないだろ
うか｡ 決められた目標に向かって効率だけを
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重要視するのであれば､ そこにあるのは模倣
と反復だけの単一的行為であり､ それを短期
間で習熟するための学習方法だけである｡ 模
倣と反復の単一的行為ではく､ あふれかえる
情報過多の現代社会で､ 学習はより複雑なも
のとなっているのであり､ わたしたちに関連
する多くの人びとや組織との協同的な取り組
みなくしては､ 有効な学習結果を得ることが
困難となっている現状があるからではないだ
ろうか｡ 本章の構成はつぎのようになってい
る｡
序 章 コミュニティ・ラーニングとは
(吉田孟史)
第 1章 非営利組織にみるコンカレント・
ラーニングー組織内学習プロセス
と地域内学習プロセスを分析して―
(寺澤朝子)
第2章 企業とコミュニティ・ラーニング―
たねやグループの事例から― (弘
中史子)
第 3章 企業の教育と実践コミュニティの
学習―自動車営業のスタッフ育成
に関して― (今田聡)
第 4章 実践コミュニティ・ラーニングと
イノベーション―インテルのパス
の事例― (古澤一行)
第 5章 ソーシャル・ネットワーキングに
おける学習のダイナミズム― ｢ホ
テル・ルワンダ｣ 公開運動の事例
から― (湧田幸宏)
2. コミュニティと学習のかたち
第 1章は具体論である｡ 寺澤が紹介するの
は日本三大ニュータウンの ｢高蔵寺ニュータ
ウン｣ での NPO法人 ｢あっとわん｣ でのコ
ミュニティ・ラーニングの取り組みである｡
高蔵寺に限らず､ 高度経済成長期の核家族化
に対応して住宅の大量供給を支えた団地は､
いわゆる団塊世代などを引きつけたが､ こう
した家族が子育てを終え､ 子供たちが独立す
ることで､ 一挙にニュータウンの高齢化が進
展し､ 新たなメンバーも入居してくるように
なった｡ だが､ そこでの人間関係は以前と異
なりきわめて希薄となり､ 高齢化に伴う介護
などの問題をどのように地域として解決する
のかが重要な課題となっている｡
｢あっとわん｣ もこうした流れのなかで
2002 年に ｢自立する市民の場づくり｣ を掲
げて､ ミニコミ誌や子育てマップづくりなど
を行う組織としてスタートした｡ もとより､
こうした組織は企業のように利益を目的とし
たものでないだけに､ 自分たちの活動をいか
に活発化させるかが重要であり､ そのために
は ｢知・情・意の 3つの心的要素を内包して
いること､ そしてその関係の中に合理的計算
的な連結とともに､ 贈答的な連結をもちあわ
せる｣ ミッションが重要となることが説かれる｡
第 2章で弘中が紹介するのは民間企業の取
り組みである｡ ｢たねや｣ は明治 5 年創業の
滋賀県の老舗の菓子製造・販売会社である｡
弘中は ｢たねや｣ と近江商人の流れを汲むコ
ミュニティとのかかわりのなかで､ 同社の経
営理念 ｢末廣正統苑｣､ 従来の輸入乾燥ヨモ
ギから同社によるヨモギ栽培に着手した農園､
近江商人などの教えを現在に伝えることを目
的としたNPO法人の設立について論じてい
る｡ 知ということであれば経営理念､ 情とい
うことあれば近江への愛着､ 意ということで
あれば近江地域の歴史や文化を知ろうという
意欲が近江というコミュニティを支え､ ｢た
ねや｣ を成長させたのであり､ 弘中は ｢どの
企業にも立地しているコミュニティがあり､
それとの関係を構築することで学習できるの
であれば､ とりわけ経営資源が稀少な中小企
業や中堅企業にとって大きな財産となる｣ 可
能性を見出している｡
第 3章で今田は自動車ディーラでの営業ス
タッフ育成を紹介している｡ ディーラの自動
車営業スタッフにとってコミュニティとは､
営業所内のさまざまな社員をはじめサービス
フロントマン､ 中古車営業スタッフ､ 自動車
中京企業研究100
営業､ 他店舗営業スタッフ､ その他社員､ 地
域コミュニティ顧客である｡ こうしたコミュ
ニティでの ｢知情意の連結｣ 意識の重要性が
説かれる｡ そこでの連結は ｢全人格的な贈答
的連結であり､ これが組織学習では困難な
『情』 の学習を､ ひいては 『知情意の連結』
を可能にしている｡ これらは組織学習理論を
考えるにあたってひとつのインプリケーショ
ンを与えるものとなろう｣ と解釈される｡ 自
動車ディーラの事例が社内にかかわるコミュ
ニティ・ラーニングであるならば､ 古澤が第
4 章で紹介するインテル社の事例は社外のい
ろいろな企業をも対象としたコミュニティ・
ラーニングとそれが生み出すイノベーション
に関するものである｡
古澤が重視するのは実践コミュニティ
(community of practice, COP) であり､ 問
題はそれが人間社会のいろいろな場所に存在
しているにもかかわらず､ ｢われわれはそれ
らを実践コミュニティと考えていないため､
または実践的コミュニティの概念を知らない
ため､ そうであると思わなかったり､ 認識し
ていないだけである｣ という点にあるという｡
ここで実践コミュニティとはウェンガーらの
定義にしたがって､ ｢あるテーマに関する関
心や問題､ 熱意などを共有し､ その分野の知
識やスキルを､ 持続的な相互交流を通じて深
めていく人びとの集団｣ とされる｡ この実践
コミュニティは企業内の組織―ビジネスユニッ
ト､ プロジェクトチーム､ 作業チームなど―
とは異なる特徴をもつ｡ それのメンバーは専
門知識やテーマへの情熱により自発的に参加
する人びとである｡ こうしたメンバー間の境
界はあいまいである｡ その結びつきは情熱､
コミットメント､ 集団や専門知識への帰属意
識であり､ プロジェクト完了時に解散するプ
ロジェクトとは異なり､ その存続期間は進化
して終了することになる｡
古澤はこの事例として 1990 年代に従来の
メモリ企業からマイクロプロセッサ企業へと
大きく変貌したインテル社が研究し､ 普及さ
せていった ｢電子信号やビット形式のデータ
を固まりとして部品間を転送させる｣ パスを
速くさせた USB 技術―きわめて汎用的なイ
ンターフェース―を取り上げ､ それが ｢実践
コミュニティによる学習がうまく行ったこと
が､ 新たな規格を普及させ､ パソコン業界に
おける支配的な地位を築くというような結果
をもたらした｣ とみる｡ プロセッサーメーカー
であるインテル社にとって､ より長期的な視
点で､ ｢プロセッサーを売り上げるためには､
高い性能のプロセッサーを必要とする環境を
作り出さなければならない｣ ということから
も､ OS 業者､ アセンブル業者､ 周辺機器業
者をも巻き込んだ実践コミュニティが形成さ
れていた｡ この種の実践コミュニティはスキ
ルや知識の一方通行ではなく､ 新たな知識や
スキル―イノベーション―を生み出す可能性
もある｡ 古澤は実践コミュニティへの参加方
法やイノベーションが常に生まれる可能性が
あるとはいえないなどの留保条件をつけた上
でつぎのように指摘する｡
｢このような実践的コミュニティ・ラー
ニングが行われるためには､ インテルの
事例においてみたように､ コミュニティ
が活性化している必要がある｡ 活性化し
ていなければ､ いくら実践を共にしたと
しても､ そこでは有効な学習は生じない｡
活性化するための最大の条件は､ 前述し
たように贈答的な交換による結びつきで
あった｡ 贈答的連結は実践コミュニティ
内に信頼関係をもたらし､ 素早い知識や
技術の伝達を可能にするのである｡｣
3. コミュニティとバーチャル
先にみた事例はすべてリアル (可視的) な
コミュニティであったが､ 第 5章で涌田が取
り上げたのはバーチャルなネットコミュニティ
である｡ 従来の伝統的な地縁､ 血縁的なコミュ
ニティが崩れるなかで､ インターネットの普
及によるネットコミュニティだけは拡大して
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きた｡ これはいろいろな社会問題をも同時に
起こしてきた｡ 匿名・不特定多数の人びとが
参加するネットコミュニティの危うさは自殺
サイトや人への中傷に満ち溢れいじめ化した
サイトを思い浮かべれば理解できるだろう｡
こうしたなかで信頼性の高いネットコミュニ
ティの構築も模索されてきた｡ わが国で最大
加入数となったミクシィ―2007 年に 1000 万
人を超えたとされる―はこの事例の一つであ
る｡
涌田は､ 1994 年にアフリカのルワンダで
起こった民族虐殺を題材とした米国の映画劇
場数館で公開された映画 ｢ホテル・ルワンダ｣
がやがて全米中のヒットとなったが､ 日本で
の公開が予定されず､ ｢どうしてもこの映画
を見たいと熱望する青年がミクシィで仲間を
集め､ 署名運動を開始した｡ その結果､ わず
か 3ヶ月間で 4595通もの署名が集まり､ ……
2005 年 10 月､ 日本の配給会社が公開を決定
した｣ ことを事例として選んだ｡ 映画愛好家
が始めたこのネット上の運動は､ やがて影響
力をもつ映画業界の著名人の関心もひきつけ､
ネット上で互いに知らない人たちを結びつけ
(組織化)､ 日本での上映をもたらした｡
このミクシィによる映画公開ネットコミュ
ニティについて､ 涌田は ｢人びとの気分や情
動などの 『情』 と､ 意図・意思といった 『意』
が表出・共有され､ それらが影響力のある他
者によって認知され正当性を確保することで､
贈答的な知の連結がより起こりやすくなる｣
と述べ､ こうしたいわばバーチャルなコミュ
ニティを通じてのラーニングの可能性を探ろ
うとしている｡ ｢ホテル・ルワンダ｣ のケー
スは､ ｢影響力のある他者による正当性の付
与､ 活動プロセスと成果の可視化､ コンセン
サスの幻想への対処がコミュニティ・ラーニ
ングを促進するうえでのポイントとなった｡
とくに､ コンセンサスの幻想という罠に対し
ては､ 中程度の紐帯を保持している人びとと
理に適った説明者の存在がひとつの鍵になる
という示唆が得られた｣ とされる｡
ここには逆説もある｡ 有用な知はリアルで
はなくこうしたバーチャルなコミュニティか
ら持たらされる可能性や､ バーチャルな意は
影響のある人たちのリアルな参加によって強
められるといった面などがこの事例であろう｡
地域社会という顔の見えるコミュニティがい
ろいろな面で分断されてきた現状で､ 顔の知
らない人たちを結びつけ､ 有用な知が形成さ
れ､ それが情を構築し､ やがて意を作り出す
ことのできるネットコミュニティは同時に顔
の見えないある種の怖さをもっていることは､
ネット犯罪の増加などにも表れている｡ これ
を避けるやり方がミクシィのように顔のみえ
る形での参加方法が一つではあるが､ 同時に
そこにもある種の限界があるであろう｡ ネッ
ト社会は､ 従来とは異なる組織を作り出し､
ネットによる共同知の構築という組織学習の
あり方を着実に進化させている｡ 涌田のホテ
ル・ルワンダ分析は映画公開運動という面に
限っているが､ それは同時に政治のあり方な
ど顔の見えない大衆―不特定多数という意味
で―参加の ｢ファシズム｣ 的な暴走などにつ
いても検討を迫っているという念を強く抱い
たのは､ わたしだけだろうか｡
冒頭にも述べたように､ 組織における学習
のあり方も含め､ その有効性に直目した本書
は確かにこれからの知のあり方について大き
な示唆を与えているが､ 同時にその負のあり
方についてはいくつかの問題提起に留まって
いるのは残念だ｡ 正の効用はつねに負の効用
でかき消されるものであり､ そのバランスを
正の拡大によってはかるのか､ あるいは､ 負
を縮小させることではかるのか｡ とりわけ､
ネットコミュニティについては妥当する｡
組織学習論を取り上げた本書は営利組織で
ある企業だけではなくNPOを取り上げ､ 広
く組織における学習のあり方を分析対象とし
た以上､ 組織と社会の関係そのものの考察を
不可避とさせている｡ 執筆者たちのつぎなる
研究課題は間違いもなくこれに関する領域で
はないだろうか｡
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